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平成２６年度 中小企業労働事情実態調査結果報告書 

 

◎ 調査概要  

 １ 回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 

 （１）回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 

 （２）従業員の雇用形態別構成‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４  

 

２ 労働組合の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５ 

 

 ３ 経営状況 

 （１）現在の経営状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５ 

 （２）主要事業の今後の方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （３）経営上のあい路‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （４）経営上の強み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 

 ４ 労働時間 

 （１）週所定労働時間(残業時間・休憩時間は除く)‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥８ 

 （２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

  

 ５ 年次有給休暇           

 （１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数‥‥‥‥‥‥‥‥･･１０ 

 

６ 平成２６年３月新規学卒者の採用と初任給 

 （１）新規学卒者の採用状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･１１ 

 （２）平成２６年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額‥‥‥‥‥･･１２ 

 

７  平成２７年３月新規学卒者の採用計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１２ 

 

 ８ 女性管理職について           

 （１）女性管理職の雇用の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４ 

 （２）登用されている女性管理職数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４   

  

９ 非正規雇用労働者について 

（１）１年前と比べた非正規労働者数の状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 （２）非正規雇用労働者が増加している雇用形態‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５  

 （３）非正規雇用労働者を雇用している要因‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１６  

（４）過去３年間での非正規雇用労働者から正規雇用への転換の有無‥‥１６ 

（５）正規雇用に転換するメリット‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･‥‥･･１７ 

（６）正規雇用に転換する上での課題‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･‥‥･･１７ 

 

１０ 賃金改定状況 

 （１）賃金改定実施状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１８ 

 （２）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容‥‥‥‥‥‥‥‥１９ 

 （３）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定の際に重視した要素     

‥‥‥‥２０ 

（４）平均昇給額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１ 
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調 査 の あ ら ま し  

 

○調査の目的  

  本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労         

働対策の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目     

的とする。 

 

○調査の方法  

     全国統一調査票による郵送調査 

 

○調査時点  

     平成２６年７月 1 日 

 

○調査対象  

     ① 調査対象事業所数 ８００事業所（製造業４４０、非製造業３６０） 

     ② 有効回答数    ４９６事業所（製造業２５６、非製造業２４０） 

     ③ 回 答 率      ６２．０％ 

 

○主な調査項目  

     ① 経営状況 

     ② 経営上のあい路 

     ③ 経営上の強み 

     ④ 労働時間 

     ⑤  年次有給休暇 

     ⑥ 新規学卒者の採用と初任給 

     ⑦  新規学卒者の採用計画 

     ⑧ 女性管理職について 

     ⑨ 非正規雇用労働者について 

     ⑩ 賃金改定状況 
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◎ 調査概要 

１ 回答事業所数および常用労働者数 

（１）回答事業所数および常用労働者数 

 調査対象８００事業所のうち、４９６事業所（回答率６２．０％）から回答が寄せられた。業種別の

回答率は、製造業が５８．２％、非製造業が６６．７％となっている。 

従業員数規模別で回答事業所の比率をみると、製造業２５６事業所のうち「１０人未満」規模の事業

所が２４．６％、「１０～２９人」規模が３４．０％、「３０～９９人」規模が３４．０％、「１０

０～３００人」規模が７．４％となっている。 

一方、非製造業２４０事業所では、「１０人未満」規模の事業所が２２．１％、「１０～２９人」規

模が４０．８％、「３０～９９人」規模が３１．７％、「１００～３００人」規模が５．４％という

結果となった。（図－１） 

 

図－１  従業 員規 模別回答 割合  

 

 

 

回答事業所における総従業員数は、１７，４９６人（１事業所あたり平均３５人）で、その内訳は、

男性が１２，３７８人、女性が５，１１８人となっている。なお、男女比率は、男性７０．７％（全

国平均７０．５％）、女性２９．３％（全国平均２９．５％）と全国の比率とほぼ同じ値となって

いる。 
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調査事業所数 回答事業所数 従業員数 男　　性 女　　性

800 496 17,496 12,378（７０．７％） 5,118（２９．３％）

440 256 10,010 6,713（６７．１％） 3,297（３２．９％）

　食　料　品 65 36 1,144 616（５３．８％） 528（４６．２％）

　繊維工業 44 20 1,016 175（１７．２％） 841（８２．８％）

　木材・木製品 60 31 751 600（７９．９％） 151（２０．１％）

　印刷・同関連 45 25 532 349（６５．６％） 183（３４．４％）

　窯業・土石 49 36 839 715（８５．２％） 124（１４．８％）

　化学工業 18 8 275 205（７４．５％） 70(２５．５％）

　金属・同製品 70 43 2,176 1,848（８４．９％） 328（１５．１％）

　機械器具 58 27 2,025 1,536（７５．９％） 489（２４．１％）

　その他の製造業 31 30 1,252 669（５３．４％） 583（４６．６％）

360 240 7,486 5,665（７５．７％) 1,821（２４．３％）

　情報通信業 13 11 449 345（７６．８％） 104（２３．２％）

　運輸業 58 39 1,815 1,701（９３．７％） 114（６．３％）

　建設業 86 59 1,972 1,727（８７．６％） 245（１２．４％）

　卸売業 73 45 1,152 768（６６．７％） 384（３３．３％）

　小売業 49 29 585 283（４８．４％） 302（５１．６％）

　サービス業 81 57 1,513 841（５５．６％） 672（４４．４％）
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 業種別に男女の占める割合をみると、男性従業員の割合が最も多い業種は「運輸業」の９３．７％、

次いで、「建設業」の８７．６％、「窯業・土石製品製造業」の８５．２％となっている。 

 一方、女性従業員数の割合が多い業種は「繊維工業」の８２．８％が飛び抜けており、次いで、「小

売業」の５１．６％、「その他の製造業」の４６．６％となっている。（表－１） 

 

（２）従業員の雇用形態別構成 

 従業員の雇用形態別構成をみると、「正社員」が１４，９１１人（８２．８％）、「パートタイマー」

が１，４６６人（８．１％）、派遣社員が１４１人（０．８％）、「嘱託・契約社員」が１，２０５

人（６．７％）、「その他」が２８１人（１．６％）となっている。        

業種別に構成比をみると、パートタイマーの雇用が「サービス業」で２８．６％、「小売業」で２０． 

９％と高く、全体の約２割の割合を占めている。また、「嘱託・契約社員」の雇用が比較的高かった 

業種は「運輸業」の１４．４％、「化学工業」の１２．９％と１割を超えている。（図－２） 

 

図－２ 業種別雇用形態の構成 

 

 

秋田県における従業員の雇用別形態構成をみると、男性は「正社員」が８９．０％と全国平均の８

４．９％を上回っており、約９割と極めて高い割合となっている。また「嘱託・契約社員」が６．

９％と全国平均の５．７％を１．２％超えている。一方、女性は「正社員」が６８．２％と全国平

均の５３．１％を上回っており、「パートタイマー」が２２．２％と全国平均の３６．２％を１４．

０％下回っている。  全国平均の構成をみると本県は、全国平均と比較して、男女ともに「正社

員」の比率が高く、「パートタイマー」の比率は、割合を示している。（図－３） 
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図－３ 雇用形態の構成  

 

２ 労働組合の有無 

回答事業所のうち労働組合を組織している事業所は、１０．７％となり、全国平均の６．６％より

４．１％上回っている。業種別にみると、製造業が１２．９％、非製造業が８．３％であり、製造

業が非製造業よりも４．６％高くなっている。（図－４） 

 

図－４ 労働組合の有無 

 

業 種 別              従業員数規模別 

 

３ 経営状況 

（１）現在の経営状況 

 本県の中小企業の経営状況について、前年度と比べて経営状況が「悪い」と回答した事業所が２８．

７％と昨年度の３８．３％を９．６％下回り、「良い」とする事業所が１７．８％と昨年度の１２．

０％と比較すると５．８％上回る結果となった。また、「変わらない」とする事業所は５３．４％と

昨年度と比較すると３．７％上回り、やや景況が好転しつつある状況となっている。 

 ちなみに全国の経営状況では、「悪い」と回答した事業所が２８．０％、「変わらない」が５２．７％、

「良い」が１９．４％となっている。（図－５） 
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図－５ 経営状況の推移 

 

全  国                  秋 田 県 

 
 

（２）主要事業の今後の方針 

 主要事業の今後の方針をみると、「現状維持」が６４．４％（昨年６６．９％）、次いで「強化拡大」

が２９．５％（同２７．９％）、「縮小」は４．３％（同４．６％）となっている。 

昨年度との比較では、本県における「強化拡大」が昨年より１．６％上回り、「縮小」は０．３％下 

回っていることから、おぼろげながらも今後の方針や事業展開などに期待感が窺える。  

また、業種別にみると、製造業は「強化拡大」が２８．２％（昨年２８．４％）と昨年度とほぼ横ば 

いとなり、「縮小」が４．３％（同５．４％）と昨年より１．１％下回った。対して、非製造業も「強 

化拡大」が３０．８％（昨年２７．３％）と３．５％上回り、「縮小」は４．２％（同３．８％）と 

０．４％と微増した。このような結果から、製造業、非製造業ともに昨年度と比較すると、僅かなが 

ら事業の強化に前向きな姿勢が強まっている。（図－６） 

  

図－６ 主要事業の今後の方針 

 

 
（３）経営上のあい路 

 経営上のあい路を３項目以内で複数選択してもらった結果、「原材料・仕入高の高騰」が５４．６％
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（同３４．３％）、「同業他社との競争激化」３６．２％（同５３．２％）となっており、製造業、  

非製造業ともに「原材料・仕入高の高騰」が全体の４～５割を占めている結果となった。（図－７）                 

 

図－７ 経営上のあい路 

 

（４）経営上の強み 

 経営上の強みを３項目以内で複数選択してもらった結果、「製品の品質・精度の高さ」が４６．７％

（昨年３１．９％）と最も多く、次いで、「顧客への納品・サービスの速さ」が２９．６％（同３１．   

３％）、「製品・サービスの独自性」、「技術力・製品開発力」、「生産技術・生産管理能力」がそ

れぞれ２４．２％なっており、本県では約半数の事業所が、自社製品の品質等に自信を持っているこ

とが窺える。 

業種別でみると、製造業は「顧客への納品・サービスの速さ」が３１．１％（昨年２８．２％）最も

多く、次いで「製品の品質・精度の高さ」と２９．１％（同４６．８％）となっている。一方、非製

造業は、「顧客への納品・サービスの速さ」の２８．７％（同３４．６％）と最も多く、次いで「製

品の品質・精度の高さ」で２５．２％（同１５．４％）という割合となっている。（図－８）                  
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図－８ 経営上の強み 

４ 労働時間 
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も多くなっていることが窺える。（図－９） 
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図－９ 週所定労働時間 

 

 

 

（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働） 

 本県における従業員１人あたりの月平均残業時間をみると、９．６時間で昨年の１０．２時間と比べ 

て０．６時間減少している。なお、全国平均の１１．５時間と比較すると、本県の方が１．９時間下 

回っており、残業時間が少ないことが窺える。 

業種別にみると、１人あたりの月平均残業時間が最も多いのは「運輸業」の１８．５時間（昨年２３． 

０時間）となっており、次いで、「金属・同製品」が１４．８時間（同１４．０時間）、「建設業」 

が１２．４時間（昨年１１．６時間）となっている。（図－１０）  

                                

図－１０ １人あたり月平均残業時間 
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５ 年次有給休暇 

（１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数 

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数（※２）は、１６．７日で昨年と同水準となっており、

全国平均の１５．６日（昨年１５．６日）より、本県が１．１日多い結果となった。 

内訳をみると、従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数は７．２日（昨年７．３日）となり、

昨年と比較すると０．１日の微増となり、同じ日数となった。 

また、平均取得率をみると、本県は１人あたり４５％（昨年４５％）となり、全国平均の４９％（昨

年５０％）と比べると、４％低い割合となった。業種別にみると、「金属・同製品」が６５％と最も

高く、次いで、「木材・木製品」が５２％、「機械器具」が４９％となっている。（図－１１）               

※ 労働基準法では６か月以上継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した従業員（パートタイマーを含む。）に対 

し有給休暇を１０日間付与することが定められている。 

 

図－１１ 年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数 
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６ 平成２６年３月新規学卒者の採用と初任給 

 

（１）新規学卒者の採用状況 

 平成２６年３月の新規学卒者の採用数は２０５名（昨年２２０名）となり、昨年度より１５名下

回ったが、２年連続して２００名を超える採用数となった。（表－２） 

  

表－２ 新規学卒者の採用状況 

 
※【 】内は前年度実績。 

<単純平均>各事業所の１人当たり平均初任給額を足し上げ、事業所数で除した数値。 

<加重平均>各事業所の１人当たり平均初任給額に採用した人数を乗じて得た数の総和を採用した人

数の総和で除した数値。 

下段：加重平均

１７３，７２５
【１７５，４８９】
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ー
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１．３３
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【９５．７】

１６
【２２】

１６
【２３】

事務系

１．５７
【１．３８】

８８．０
【９１．７】

２２
【２２】

２５
【２４】

ー
【１００．０】

ー
【７】

ー
【７】

事務系

専門学校卒

１４７，９９３
【－】

１５１，６３８
【１６５，７８３】

１．１７
【－】

１００．０
【－】

７
【－】

１４８，０１６
【１３６，３５４】

ー
【１４７，７５０】

１．１５
【１．０９】

８８．２
【１００．０】
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平均採用人数（人）充足率 （％）実際の採用人数（人）採用予定人数（人）
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上段：単純平均
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（２）平成２６年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額 

本県における平成２６年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額（平成２６年６月支給額）を学 

卒別にみると、以下の結果となった。（表－２） 

■ 大 学 卒 

大学卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１７８，４７９円（加重平均：１７７，７４５

円）となり、昨年度の単純平均１８２，３３３円（加重平均：１８６，８４８円）と比較すると、

単純平均は３，８５４円の減少、加重平均は９，１０３円減少した。一方、事務系が単純平均１

７２，９６７円（加重平均：１７３，７２５円）となり、昨年度の単純平均１６９，１９６円（加

重平均：１７５，４８９円）と比較すると、単純平均は３，７７１円の増加、加重平均は１，７

６４円減少した。 

  ■ 短 大 卒(含高専卒) 

     短大（含高専）卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１５１，６３８円（加重平均：１５

１，６３８円）となり、昨年度の１５８，４２５円（加重平均：１６５，７８３円）と比較する

と、単純平均は６，７８７円の減少、加重平均は１４，１４５円減少した。一方、事務系が単純

平均１４７，２５５円（加重平均：１４７，９３３円）となった。 

  ■ 専門学校卒 

     専門学校（専修学校：２年制以上）卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１４６，９８４

円（加重平均：１４７，４５３円）となり、昨年度の１４６，３６４円（加重平均：１４８，３

５７円）と比較すると、単純平均は６２０円増加した。なお、今年度の事務系は、当該者がいな

かった。 

■ 高 校 卒 

    高校卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１４２，８２９円（加重平均：１４３，１５１ 

円）となっており、昨年度の１４１，５８２円（加重平均：１４１，６２３円）と比較すると、 

単純平均は １，２４７円増加し、加重平均は１，５２８円増加した。一方、事務系が１４２， 

０７０円（加重平均：１４８，０１６円）となり、昨年度の１３６，６６５円（加重平均：１３ 

６，３５４円））と比較すると、単純平均は５，４０５円増加し、加重平均は１１，６６２円と 

大幅に増加する結果となった。 

 

７ 平成２７年３月新規学卒者の採用計画 

 平成２７年３月新規学卒者の採用計画についてみると、「採用計画がある」とする事業所は製造業が

６８事業所で２６．６％（昨年４６事業所１７．４％）、非製造業が４３事業所で１８．１％（同３

７事業所１５．７％）となっており、昨年３月と比較すると製造業は２２事業所（９．２ポイント）

増加し、非製造業は６事業所（２．４ポイント）増加した。 

また、「採用計画がない」とする事業所は、製造業が１３９事業所で５４．３％（昨年１４７事業

所５５．７％）、非製造業が１４９事業所で６２．６％（同１４９事業所６３．４％）となってお

り、昨年３月と比べると、製造業は８事業所（１．４ポイント）減少し、非製造業は０．８減少す

る結果となった。（図－１２）                            

 図－１２ 平成２７年度３月卒採用計画 
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なお、平成２７年３月の学卒別の新規学卒者採用計画をみると、高校卒の採用計画がある事業所が

１８９事業所（昨年１２６事業所）と最も多く、昨年度より６３事業所と大幅に増加している。次

いで、大学卒が５０事業所（昨年４２事業所）と８事業所の増加、専門学校卒が２１事業所（昨年

１６事業所）で５事業所の増加、短大（含高専）卒が１１事業所（昨年８事業所）で３事業所の増

加という結果となった。        

本県における新規学卒者採用計画は増加傾向にあり、県内就職を希望する学生等にとって明るい兆

しとなっている。（図－１３） 

 

図－１３ 学卒別の採用計画 
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従業員規模が大きいと採用計画を多く見込む傾向があり、従業員規模が小さい事業所では、採

用を控えていることが窺える。（図－１４） 

 

図－１４ 従業員数規模別採用計画 
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８ 女性管理職について  

（１）女性管理職の雇用の有無 

  本県における女性管理職の雇用状況をみると、「女性管理職がいる」と回答した事業所は３０．０ 

となっている。全国平均の３２．２％と比較すると、２．２ポイント下回る結果となっており、全 

国と比較すると女性管理職の登用が少ないことが窺える。（図－１５） 

 

図－１５ 女性管理職の雇用の有無 

 

                                  
 

 

（２）登用されている女性管理職数 

 （１）の問いで「女性管理職がいる」と回答のあった事業所を対象に、登用されている女性管理職

数について回答してもらった結果、本県で最も多かった回答は「役員」で４５．９％（全国平均 

６３．９％）となっており、次いで「課長級」が３８．４％となった。 

業種別でみると、製造業は「役員」が４１．９％と最も多く、次いで「課長級」が３７．８％と 

なっている。一方、非製造業は「役員」が５０．０％と半分を占めており、次いで「課長級」が 

３８．９という割合となっている。（図－１６） 

 

図－１６ 登用されている女性管理職数 
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９ 非正規労働者について 

（１）１年前と比べた非正規労働者数の状況 

 平成２５年度と比較した非正規雇用労働者の雇用状況は、「変わらない」が７４．３％（全国平均７

７．８％）、「増加している」が１５．７％（同１２．５％）、「減少している」が１０．０％（９．

７％）となった。本県では、「変わらない」と回答している事業所が全体の７割を占めており、１年

前と比べてほぼ変動がない結果となった。（図－１７） 

 

図－１７ １年前と比べた非正規労働者数の状況 

  

  

（２）非正規雇用労働者が増加している雇用形態 

（１）の問いで「増加している」と回答のあった事業所を対象に、非正規雇用労働者が増加している

雇用形態について複数選択してもらった結果、本県で最も多かった雇用形態は「嘱託・契約社員」

で４７．９％（全国平均３３．０％）となっており、次いで「パートタイマー」が４２．３％（同

５４．６％）、「派遣労働者」が７．０％（同２１．２％）となった。 

業種別でみると、製造業は「嘱託・契約社員」で４７．２％と最も多く、次いで「パートタイマー」 

が３８．９％、「派遣労働者」が１３．９％となっている。対して、非製造業は「嘱託・契約社員」 

で４８．６％と約５割を占めており、次いで「パートタイマー」が４５．７％、「その他」が８．６％ 

という割合となっている。（図－１８） 

 

図－１８ 非正規雇用労働者が増加している雇用形態 
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（３）非正規雇用労働者を雇用している要因 

非正規雇用労働者を雇用している要因について複数選択してもらった結果、本県で最も多かった回

答は「定年後の継続雇用制度を導入しているため」で３８．６％（全国平均２８．８％）となって

おり、次いで「「臨時的・一時的業務が増加したため」で３１．２％（同２８．１％）、労働コス

ト削減のため」が２９．２％（同３５．０％）、となった。 

業種別でみると、製造業は「定年後の継続雇用制度を導入しているため」が４３．５％と最も多く、

全国平均２８．８％と比較すると、１４．７ポイント上回った。次いで「臨時的・一時的業務が増

加したため」が３６．４％、「労働コスト削減のため」が２７．９％となっている。また、非製造

業でも「定年後の継続雇用制度を導入しているため」が３３．３％と最も多く占めており、「労働

コスト削減のため」が３０．６％、「臨時的・一時的業務が増加したため」が２５．７％という結

果となった。（図－１９） 

 

図－１９ 非正規雇用労働者を雇用している要因 

 

 

（４）過去３年間での非正規雇用労働者から正規雇用への転換の有無 

本県における過去３年間での非正規雇用労働者から正規雇用への転換の有無についてみると、「転

換したことがある」と回答した事業所は２２．２％で、全国平均の２０．１％と比較すると２．１

ポイント上回っており、全国と比較すると、本県は、全国と比較して非正規労働者から正規雇用へ

の転換が僅かに多いことが窺える。（図－２０） 

 

図－２０ 過去３年間での非正規雇用労働者から正規雇用への転換の有無 
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（５）正規雇用に転換するメリット 

（３）の問いで「転換したことがある」と回答のあった事業所を対象に、正規雇用に転換するメリッ

トを複数選択してもらった結果、本県で最も多かった回答は、「長期勤続、定着が期待出できる」

で８２．２％となっており、全国平均の８０．７％と比較すると、１．５ポイント上回った。次い

で、「非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を払拭できる」が３３．３％（全国平均３５．１％）、 

「要員を安定的に確保できるようになる」が３２．２％（同３１．４％）となった。 

業種別でみると、製造業は「長期勤続、定着が期待できる」が８１．１％と最も多く、次いで、「要

員を安定的に確保できるようになる」が３０．２％、「非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を

払拭できる」が２８．３％となっている。対して、非製造業は「長期勤続、定着が期待できる」が

８３．８％と最も多く、次いで「非正規雇用労働者の雇用に対する不安感を払拭できる」が４０．

５％、「要員を安定的に確保できるようになる」が３５．１％という結果となった。 

製造業、非製造業ともに正規雇用に転換するメリットとして、「長期勤続、定着が期待できる」が

最も多い回答となっており、人材の職場定着を模索している事業所が多いことが窺える。（図－２

１） 

 

図－２１ 正規雇用に転換するメリット 

 

（６）正規雇用に転換する上での課題 

（４）の問いで「転換したことがある」と回答のあった事業所を対象に、正規雇用に転換する上での

課題について複数選択してもらった結果、本県で最も多かった回答は「課題は特にない」で４４．

７％となっており、全国平均の３４．６％と比較すると１０．１ポイント上回った。次いで「正社

員との仕事や労働条件のバランスの図り方」が２５．９％（全国平均３２．４％）、「既存の正社

員との雇用調整が必要になった場合の対処」が１７．６％（同１９．１％）となった。 

業種別でみると、製造業は「課題は特にない」が４６．９％と最も多く、次いで、「正社員との仕

事や労働条件のバランスの図り方」が２２．４％、「業務量の変動に伴う労働条件の調整」が１８．

４％となっている。対して、非製造業は「課題は特にない」が４１．７％と最も多く、次いで「正

社員との仕事や労働条件のバランスの図り方」が３０．６％、「既存の正社員との雇用調整が必要

になった場合の対処」が１９．４％という結果となった。 

製造業、非製造業ともに正規雇用に転換する上で、「特に課題はない」が多く割合占めているものの、

「正社員との仕事や労働条件のバランスの図り方」が課題となっている。（図－２２） 
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図－２２ 正規雇用に転換する上での課題 

 

１０ 賃金改定状況 

（１）賃金改定実施状況 

 平成２６年１月１日から７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況をみると、賃金を「引上げた」
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２３） 
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業種別にみると、賃金を「引上げた」とする事業所が製造業では４４．９％となり、昨年度の３５．

２％と比較すると、９．７ポイント増加した。また、非製造業では「引上げた」４７．５％となり、

昨年度の４１．４％と比べると６．１ポイント増加する結果となり、製造業、非製造業ともに賃金

を引上げる傾向にあることが窺える。（図－２４） 

 

  図－２４ 賃金改定実施状況（ 業 種 別 ）  

 

 

（２）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容 

（１）の問いで「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答のあった事業所を対象に、賃

金改定の内容を複数選択してもらった結果、本県で最も多かった回答は「定期昇給」で５０．４％

となっており、全国平均の４８．１％と比較すると２．３ポイント上回った。次いで「基本給の引

上げ」が３５．６％（全国平均３９．０％）、「諸手当の改定」が２２．０％（同１５．３％）と

なった。業種別でみると、製造業は「定期昇給」が４８．１％と最も多く、次いで「基本給の引上げ」

が３８．２％、「諸手当の改定」が１８．３％となっている。また、非製造業は「定期昇給」が５２．

９％と高い割合となっており、次いで「基本給の引上げ」が３２．８％、「諸手当の改定」が２６．

１％となり、製造業、非製造業ともに賃金改定の際に定期昇給を実施する事業所が多い結果となった。

（図－２５） 

図－２５ 賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容 
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（３）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定の際に重視した要素 

（１）の問いで「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答のあった事業所を対象に、賃

金改定の内容を複数選択してもらった結果、本県で最も多かった回答は「企業の業績」で６１．０％

となっており、全国平均の６１．３％と比較すると、０．３ポイントと僅かに下回った。次いで「労

働者の確保・定着」が３８．２％（全国平均４０．６％）、「消費税増税」が２０．８％（同２３．

７％）、「物価の動向」が１８．９％（同１４．４％）と続いている。 

業種別でみると、製造業は「企業の業績」が５７．６％と最も多く、次いで「労働者の確保・定着」 

が３４．８％、「消費税増税」が２０．５％となっている。また、非製造業は「企業の業績」が６４． 

６％と最も多く、次いで「労働力の確保・定着」が４１．７％、「消費税増税」が２１．３％という 

結果となった。製造業、非製造業ともに「企業の業績」の善し悪しが賃金改定の決定の際に重視した 

要素となっている。（図－２６） 

 

図－２６ 賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の 

決定の際に重視した要素 
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（４）平均昇給額 

 本県において、賃金改定を実施した事業所の中で「引上げ」を行った事業所の昇給額をみると、単純

平均が６，０２８円となり、全国平均の７，２１５円と比較すると１，００７円下回る結果となった。

また、加重平均が４，９９７円となり、全国平均の５，５２９円と比較すると５３２円下回った。 

業種別に昇給額の加重平均をみると、製造業が４，１６５円、非製造業が６，４０１円となり、製造

業より非製造業が２，２３６円高くなっている。また、昇給額（加重平均）が最も高かった業種は製

造業では「金属・同製品」で５，１５８円、非製造業では「建設業」で６，６６７円となっている。 

（表－３） 

一方、本県において賃金改定を実施した事業所の中で「引下げ」を行った事業所の降給額をみると、

本県全体では単純平均で４５，１５７円（全国平均：２９，５０８円）、加重平均で２４，３８６円 

（同：１２，５７２円）となった。なお、業種別に降給額みると、製造業が４９，２９２円、非製造 

業が２３，７８９円という結果となった。（表－４） 

 

 
 

また、秋田県全産業の平均昇給額をみると、加重平均で４，２４５円（単純平均：４，０８４円）と

昨年の加重平均３，１０３円（同：３，１００円）に比べ１，１４２円増加しており、６年連続して

前年を上回った。 

業種別に昇給額をみると、製造業の加重平均が３，７０３円（単純平均：４，０８２円）に対して、

非製造業が５，０７５円（同：４，０８６円）と製造業と非製造業では１，３７２円の差が生じてい

る。（図－２７） 

図－２７ 平均昇給額の推移（加重平均） 

 

 

表－３　平均昇給（引上げ事業所）

表－４　平均昇給（引下げ事業所）

区　分
全　国 秋田県 製造業 非製造業

昇給額(円) 昇給率(%) 昇給額(円) 昇給率(%) 昇給額(円) 昇給率(%) 昇給額(円) 昇給率(%)

単純平均

加重平均

7,215

5,529

2.97

2.25

6,208

4,997

2.91

2.30

5,642

4,165

降給額(円）

2.78

2.00

6,817

6,401

3.03

2.76

17.92

区　分
全　国 秋田県 製造業 非製造業

降給額(円） 降給率(%) 降給額(円） 降給率(%)

23,789

降給率(%) 降給額(円） 降給率(%)

単純平均 29,508 11.19 45,157 22.62 32,750

10.35

49,292 24.01

加重平均 12,572 4.89 24,386 10.76 32,750 17.92
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